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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第64期

第２四半期
連結累計期間

第65期
第２四半期
連結累計期間

第64期

会計期間
自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日

自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日

自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日

売上高 （千円） 8,121,770 7,753,041 16,788,729

経常損失（△） （千円） △31,329 △19,724 △15,078

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△）

（千円） 23,049 △7,762 57,748

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 10,146 △20,221 49,945

純資産額 （千円） 3,100,471 3,086,123 3,139,735

総資産額 （千円） 8,846,278 8,298,308 9,266,988

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）

（円） 3.47 △1.17 8.70

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 35.0 37.2 33.9

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 191,281 △1,116 95,963

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △27,224 166,968 37,750

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △158,923 △158,965 △119,998

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 278,919 294,388 287,501

 

回次
第64期

第２四半期
連結会計期間

第65期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成26年７月１日
至　平成26年９月30日

自　平成27年７月１日
至　平成27年９月30日

１株当たり四半期純損失金額

（△）
（円） △3.94 △1.32

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

　　　　　しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第64期第２四半期連結累計期間及び第64

期は潜在株式が存在しないため、第65期第２四半期連結累計期間は１株当たり四半期純損失金額であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益又は四半期純損失」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益

又は親会社株主に帰属する四半期純損失」としております。

 

EDINET提出書類

株式会社共同紙販ホールディングス(E02711)

四半期報告書

 2/20



２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適

用し、「四半期純利益又は四半期純損失」を「親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主に帰属する四半期

純損失」としております。

(1）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済対策や金融政策の継続により、企業業績や雇用環

境の改善など全体として緩やかな景気回復基調で推移いたしました。

　当社グループは、適正価格販売を主眼に紙卸商の本分である小口商売を大切に販売活動を展開してまいりました

が、国内需要は伸び悩み、販売数量の減少により売上高は減収となりました。利益面につきましては、業務の効率

化や諸経費削減を図ったことにより、営業利益、経常利益ともに前年より若干改善いたしましたが、当初の計画に

は至らず引き続き更なる改善に努めてまいります。

　その結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高は7,753百万円（前年同期比368百万円減）、営業損失は

39百万円（前年同期は営業損失81百万円）、経常損失は19百万円（前年同期は経常損失31百万円）、親会社株主に

帰属する四半期純損失は７百万円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純利益23百万円）となりました。

　セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

①　洋紙卸売事業

　当セグメントにおきましては、売上高は7,683百万円（前年同期比365百万円減）、利益では、セグメント利

益（営業利益）は99百万円（前年同期比14百万円増）となりました。

②　不動産賃貸事業

　当セグメントにおきましては、売上高は63百万円（前年同期比０百万円減）、利益では、セグメント利益

（営業利益）は23百万円（前年同期比１百万円増）となりました。

③　物流事業

　当セグメントにおきましては、売上高は122百万円（前年同期比２百万円増）、利益では、セグメント損失

（営業損失）は１百万円（前年同期はセグメント損失（営業損失）８百万円）となりました。

 

(2）財政状態の分析

　当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べて968百万円減少し、8,298百万円とな

りました。これは主に、受取手形及び売掛金が713百万円、未収入金が146百万円及び有形固定資産が122百万円減

少したためであります。

　負債は、前連結会計年度末に比べて915百万円減少し、5,212百万円となりました。これは主に、支払手形及び買

掛金が706百万円及び有利子負債が130百万円減少したためであります。

　純資産は、前連結会計年度末に比べて53百万円減少し、3,086百万円となりました。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度に比べ

６百万円増加し、294百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は１百万円（前年同期は191百万円の獲得）となりました。これは主に、売上債権

及び仕入債務の減少によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果獲得した資金は166百万円（前年同期は27百万円の使用）となりました。これは主に、有形固定

資産及び投資有価証券の売却による収入等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は158百万円（前年同期は158百万円の使用）となりました。これは主に、有利子負

債の返済による支出等によるものであります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

 普通株式 20,000,000

計 20,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現

 在発行数（株）
（平成27年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年11月10日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

 普通株式 7,353,443 7,353,443

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

1,000株

計 7,353,443 7,353,443 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
 発行済株式総
 数増減数

（株）

 発行済株式総
 数残高（株）

 資本金増減額
（千円）

　資本金残高
（千円）

 資本準備金増
 減額（千円）

 資本準備金残
 高（千円）

平成27年７月１日～

平成27年９月30日
－ 7,353,443 － 2,381,052 － －
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（６）【大株主の状況】

  平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本製紙株式会社 東京都千代田区神田駿河台４－６ 1,264 17.20

日本紙通商株式会社 東京都千代田区神田駿河台４－６ 783 10.65

日本紙パルプ商事株式会社 東京都中央区勝どき３－12－１ 715 9.73

国際紙パルプ商事株式会社 東京都中央区明石町６－24 441 6.00

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１－１－２ 182 2.48

巣鴨信用金庫 東京都豊島区巣鴨２－10－２ 180 2.45

林　　いく子 東京都豊島区 176 2.40

郡司　光太 東京都渋谷区 132 1.80

株式会社東京都民銀行 東京都港区六本木２－３－11 131 1.79

新生紙パルプ商事株式会社 東京都千代田区神田錦町１－８ 105 1.43

計 － 4,112 55.93

（注）　上記のほか、自己株式が717千株あります。なお、発行済株式総数に対する所有株式数の割合は9.76％であり

ます。

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　　 717,000
－

株主としての権利内容に制限

のない、標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式　　 6,610,000 6,610 同上

単元未満株式 普通株式　　　　26,443 － 同上

発行済株式総数 　　　　　　　7,353,443 － －

総株主の議決権 － 6,610 －

 

②【自己株式等】

平成27年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社共同紙販ホール

ディングス

 

東京都台東区北上野

一丁目９番12号 717,000 － 717,000 9.76

計 － 717,000 － 717,000 9.76
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２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から

平成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、永和監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 287,501 294,388

受取手形及び売掛金 ※２ 3,929,828 ※２ 3,216,801

商品 793,071 850,616

未収入金 ※３ 641,614 ※３ 494,654

その他 41,943 36,634

貸倒引当金 △3,135 △1,282

流動資産合計 5,690,823 4,891,812

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,086,060 1,059,000

機械装置及び運搬具（純額） 27,737 23,853

土地 1,267,495 1,178,095

その他（純額） 13,052 10,884

有形固定資産合計 2,394,346 2,271,834

無形固定資産   

のれん 518,142 498,213

その他 42,469 35,988

無形固定資産合計 560,611 534,202

投資その他の資産   

投資有価証券 338,251 317,886

出資金 ※４ 215,341 ※４ 215,341

その他 ※１ 67,613 ※１ 67,231

投資その他の資産合計 621,205 600,459

固定資産合計 3,576,164 3,406,496

資産合計 9,266,988 8,298,308
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※４ 5,426,714 ※４ 4,720,297

短期借入金 ※５ 130,000 －

賞与引当金 26,994 14,414

その他 144,564 117,017

流動負債合計 5,728,273 4,851,729

固定負債   

退職給付に係る負債 369,951 331,873

繰延税金負債 2,051 1,987

その他 26,976 26,595

固定負債合計 398,978 360,455

負債合計 6,127,252 5,212,184

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,381,052 2,381,052

資本剰余金 776,560 776,560

利益剰余金 309,838 268,893

自己株式 △259,841 △260,049

株主資本合計 3,207,610 3,166,457

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △68,651 △81,295

その他の包括利益累計額合計 △68,651 △81,295

非支配株主持分 777 962

純資産合計 3,139,735 3,086,123

負債純資産合計 9,266,988 8,298,308
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

売上高 8,121,770 7,753,041

売上原価 7,137,501 6,815,120

売上総利益 984,269 937,921

販売費及び一般管理費   

役員報酬及び給料手当 408,832 379,789

賞与引当金繰入額 25,205 14,662

退職給付費用 50,832 23,685

減価償却費 33,856 30,598

その他 546,566 529,094

販売費及び一般管理費合計 1,065,292 977,830

営業損失（△） △81,023 △39,909

営業外収益   

受取利息 26 31

受取配当金 16,400 15,763

設備賃貸料 3,417 3,698

貸倒引当金戻入額 22,565 1,895

保証債務取崩額 10,493 673

その他 4,105 4,318

営業外収益合計 57,008 26,380

営業外費用   

支払利息 1,015 471

手形売却損 5,134 4,627

その他 1,165 1,096

営業外費用合計 7,314 6,195

経常損失（△） △31,329 △19,724

特別利益   

固定資産売却益 － 16,693

投資有価証券売却益 － 15,645

受取保険金 16,003 －

厚生年金基金解散損失引当金戻入額 84,000 －

特別利益合計 100,003 32,338

特別損失   

固定資産除却損 405 133

特別退職金 － 14,342

特別修繕費 12,893 －

事業所移転費用 28,007 1,031

特別損失合計 41,305 15,507

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
27,368 △2,893

法人税、住民税及び事業税 4,884 4,748

法人税等還付税額 － 0

法人税等調整額 △493 △63

法人税等合計 4,391 4,684

四半期純利益又は四半期純損失（△） 22,976 △7,577

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△72 185

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
23,049 △7,762
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 22,976 △7,577

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △12,830 △12,643

その他の包括利益合計 △12,830 △12,643

四半期包括利益 10,146 △20,221

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 10,219 △20,406

非支配株主に係る四半期包括利益 △72 185
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半

期純損失（△）
27,368 △2,893

減価償却費 45,961 42,072

のれん償却額 19,928 19,928

貸倒引当金の増減額（△は減少） △25,520 △1,852

賞与引当金の増減額（△は減少） △25,407 △12,580

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △11,876 △38,078

受取利息及び受取配当金 △16,427 △15,795

支払利息 1,015 471

固定資産売却損益（△は益） － △16,693

投資有価証券売却損益（△は益） － △15,645

受取保険金 △16,003 －

厚生年金基金解散損失引当金戻入額 △84,000 －

固定資産除却損 405 133

特別退職金 － 14,342

特別修繕費 12,893 －

事業所移転費用 28,007 1,031

売上債権の増減額（△は増加） 611,013 713,026

たな卸資産の増減額（△は増加） △155,084 △57,544

未収入金の増減額（△は増加） 130,035 107,367

その他の資産の増減額（△は増加） 5,466 878

仕入債務の増減額（△は減少） △336,068 △706,417

未払金の増減額（△は減少） △126 △310

未払消費税等の増減額（△は減少） △7,384 △9,682

その他の負債の増減額（△は減少） △22,839 △17,725

小計 181,357 4,034

利息及び配当金の受取額 16,427 15,795

利息の支払額 △916 △373

法人税等の還付額 5,240 3,766

法人税等の支払額 △359 △9,428

保険金の受取額 16,003 －

特別退職金の支払額 － △14,342

特別修繕費の支払額 △12,893 －

事業所移転費用の支払額 △13,578 △568

営業活動によるキャッシュ・フロー 191,281 △1,116

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △19,528 △3,026

有形固定資産の売却による収入 － 106,590

無形固定資産の取得による支出 △130 －

投資有価証券の取得による支出 △7,703 △45,387

投資有価証券の売却による収入 － 108,320

その他 137 472

投資活動によるキャッシュ・フロー △27,224 166,968

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の返済による支出 △790,000 △610,000

短期借入れによる収入 660,000 480,000

自己株式の取得による支出 △381 △208

配当金の支払額 △28,078 △28,293

リース債務の返済による支出 △463 △463

財務活動によるキャッシュ・フロー △158,923 △158,965

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,133 6,886

現金及び現金同等物の期首残高 273,786 287,501

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 278,919 ※１ 294,388
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　該当事項はありません。

 

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　該当事項はありません。

 

（会計方針の変更等）

　（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　

平成25年９月13日）等を第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分か

ら非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計

期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　該当事項はありません。

 

（追加情報）

　該当事項はありません。
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（四半期連結貸借対照表関係）

　※１　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成27年９月30日）

投資その他の資産 1,798千円 1,755千円

 

　※２　受取手形裏書譲渡高及び手形債権流動化による譲渡高

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成27年９月30日）

受取手形裏書譲渡高 133,376千円 124,261千円

手形債権流動化による譲渡高 1,456,127 1,371,325

 

　※３　手形債権流動化による受取手形譲渡代金未収金は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成27年９月30日）

未収入金 456,941千円 410,539千円

 

　※４　担保に供している資産及び担保付債務は、次のとおりであります。

　　　　担保資産

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成27年９月30日）

出資金 213,551千円 213,551千円

 

　　　　担保付負債

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成27年９月30日）

買掛金 166,978千円 109,094千円

 

　※５　当社、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と当座貸越契約を締結しております。これら契約

に基づく借入未実行残高は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成27年９月30日）

当座貸越極度額 1,900,000千円 1,900,000千円

借入実行残高 130,000 －

差引額 1,770,000 1,900,000

 

（四半期連結損益計算書関係）

　前第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

　該当事項はありません。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　　　　※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、

　　　　　　下記のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

現金及び預金勘定 278,919千円 294,388千円

預入期間が３か月を超える定期預金 　　　　　　　　　　　－ 　　　　　　　　　　　－

現金及び現金同等物 278,919 294,388

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

　１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月９日

取締役会
普通株式 33,195 5.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

 

　２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

　３．株主資本の著しい変動

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

　１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月11日

取締役会
普通株式 33,182 5.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

 

　２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

　３．株主資本の著しい変動

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

 洋紙卸売事業
不動産賃貸

事業
物流事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 8,049,146 24,644 47,979 8,121,770 － 8,121,770

セグメント間の内部

売上高又は振替高
84 39,000 71,416 110,500 △110,500 －

計 8,049,230 63,644 119,395 8,232,270 △110,500 8,121,770

セグメント利益又はセグ

メント損失（△）
84,676 22,123 △8,970 97,829 △178,852 △81,023

（注）１．セグメント利益又はセグメント損失の調整額△178,852千円は、各報告セグメントに配分していない全社費

用であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又はセグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

 洋紙卸売事業
不動産賃貸

事業
物流事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 7,683,396 24,599 45,044 7,753,041 － 7,753,041

セグメント間の内部

売上高又は振替高
40 39,000 77,053 116,093 △116,093 －

計 7,683,436 63,599 122,098 7,869,135 △116,093 7,753,041

セグメント利益又はセグ

メント損失（△）
99,472 23,968 △1,229 122,210 △162,120 △39,909

（注）１．セグメント利益又はセグメント損失の調整額△162,120千円は、各報告セグメントに配分していない全社費

用であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又はセグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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（金融商品関係）

　金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

 

（有価証券関係）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

 

（デリバティブ取引関係）

　当社グループは、デリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

　　　　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）
３円47銭 △１円17銭

（算定上の基礎）   

　親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親会

社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

　（千円）

23,049 △7,762

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額又は親会社株主に帰属する四半期純損失金

額（△）（千円）

23,049 △7,762

　普通株式の期中平均株式数（株） 6,638,062 6,636,271

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第２四半期連結累計期間は潜在株式が存在しない

ため、当第２四半期連結累計期間は１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年11月10日

株式会社共同紙販ホールディングス

取締役会　御中

 

永和監査法人

 
 

 
代 表 社 員
業務執行社員

 公認会計士 荒　　川　　栄　　一　　印

 

 業務執行社員  公認会計士 芦　　澤　　宗　　孝　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社共同紙

販ホールディングスの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成27年

７月１日から平成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期

連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社共同紙販ホールディングス及び連結子会社の平成27年９月30

日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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